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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第149期中 第150期中 第151期中 第149期 第150期

会計期間

自平成24年
 ４月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
９月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
９月30日

自平成24年
 ４月１日
至平成25年
３月31日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
３月31日

売上高 （千円） 3,542,013 3,536,086 3,642,231 7,040,722 7,090,228

経常利益 （千円） 179,302 105,681 191,773 217,517 152,996

中間（当期）純利益 （千円） 117,959 62,901 126,256 107,129 73,321

中間包括利益又は包

括利益
（千円） 121,215 65,766 131,988 113,620 81,646

純資産額 （千円） 2,280,045 2,336,447 2,481,836 2,272,450 2,352,327

総資産額 （千円） 8,093,372 7,952,553 7,956,134 7,950,680 7,871,999

１株当たり純資産額 （円） 294.12 301.62 321.18 292.64 303.11

１株当たり中間（当

期）純利益金額
（円） 16.85 8.99 18.04 15.30 10.47

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 25.4 26.5 28.3 25.8 27.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 228,519 290,569 350,707 474,178 564,274

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △237,359 △227,130 △176,859 △570,897 △368,807

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △97,607 △54,148 △80,323 △246,048 △238,382

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高

（千円） 1,162,701 935,672 958,990 926,382 865,466

従業員数

（人）

622 607 584 616 592

（外、平均臨時雇用

者数）
(223) (212) (261) (213) (251)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額に関しては、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

３．△印は、マイナスを表してあります。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第149期中 第150期中 第151期中 第149期 第150期

会計期間

自平成24年
 ４月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
９月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
９月30日

自平成24年
 ４月１日
至平成25年
３月31日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
３月31日

売上高 （千円） 1,080,709 1,116,735 1,175,229 2,192,806 2,279,854

経常利益 （千円） 125,122 101,576 131,208 163,659 148,892

中間（当期）純利益 （千円） 93,407 69,943 84,311 74,261 59,202

資本金 （千円） 350,000 350,000 350,000 350,000 350,000

発行済株式総数 （千株） 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

純資産額 （千円） 961,346 1,012,592 1,086,436 942,727 1,001,872

総資産額 （千円） 5,961,927 5,848,270 5,794,348 5,855,217 5,815,787

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 16.1 17.3 18.7 16.1 17.2

従業員数

（人）

65 63 66 67 64

（外、平均臨時雇用

者数）
(56) (50) (49) (54) (52)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の移動はありません。

４【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成26年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

自動車事業 365 (195)

不動産事業 3 (1)

車両整備販売事業 73 (2)

その他 124 (62)

全社（共通） 19 (1)

合計 584 (261)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2)提出会社の状況

平成26年９月30日現在
 

従業員数（人） 66（49）

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

(3）労働組合の状況

　労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動があったものの、金融や財政

の政策効果などを背景に、輸出企業を中心に企業業績は改善が見られ、景気は緩やかな回復基調をもって推移しま

した。

　このような経済状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社）は、引き続き原価の低減や事業効率の向上に努

めるとともに、各事業にわたり積極的な営業活動を展開し、販売体制の強化を図りました。

　当中間連結会計期間の業績は、売上高3,642,231千円(前年同期比3.0％増)、営業利益199,367千円（同70.2％

増）、経常利益191,773千円(同81.5％増)、中間純利益は126,256千円(同100.7％増)となりました。

セグメント業績は、次のとおりであります。

①自動車事業

　自動車事業は、乗合事業は地域人口・観光交流客の減少により若干減収となった。貸切事業については積極的な

セールス活動により受注が増加し増収、郵便事業も増収となった結果、売上高は2,326,067千円(同2.0％増)となり

ました。

　セグメント利益は、人件費をはじめとするコスト削減に努めたことや売上増が寄与し60,270千円(同778.0％増)

となりました。

②不動産事業

　不動産事業は、昨年度より開始した新規賃貸２物件の売上が通期で寄与したことにより、売上高は143,383千円

(同4.0％増)となりました。

　セグメント利益は、コスト削減に努めましたが、107,003千円(同5.2％減)となりました。

③車両整備販売事業

　車両整備販売事業は、車両販売事業が好調に推移したことにより、売上高は276,238千円(同9.5％増)となりまし

た。

　セグメント利益は、人件費をはじめとするコスト削減に努めましたが、収益増に伴う売上原価の増加等により損

失の14,128千円(前年同期は営業利益10,083千円)となりました。

④その他

　その他は、宣伝活動、営業力の強化を図り増収に努めた結果、売上高は896,541千円(同3.5％増)となりました。

　セグメント利益は、人件費をはじめとするコスト削減に努めたことや売上増が寄与し43,050千円(前年同期は営

業損失18,257千円)となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、借入金の返済は行ったものの、

税金等調整前中間純利益が増加したことにより、前中間連結会計期間末に比べ23,318千円増加し、当中間連結会計

期間末には958,990千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　 営業活動の結果得られた資金は、350,707千円(前中間連結会計期間は、290,569千円の獲得)となりました。

　 これは主に、税金等調整前中間純利益の増加等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　 投資活動の結果使用した資金は、176,859千円(前中間連結会計期間は、227,130千円の使用)となりました。

　 これは主に、有形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　 財務活動の結果使用した資金は、80,323千円(前中間連結会計期間は、54,148千円の使用)となりました。

　 これは主に、借入金の純減少額の増加によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの販売品目は、受注生産形態をとるものはなく、また多種多様にわたるため、セグメントごとに生産

規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「１．業績等の概要」におけるセグメントの業績に関連付けて示

しております。

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　 (1）重要な会計方針及び見積り

　     当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。この中間連結財務諸表の作成に当たりまして、採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状

況　１　中間連結財務諸表等　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりでありま

す。これらの見積りについては、過去の実績や状況に応じ合理的に判断を行っておりますが、実際の結果は、見積

り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 

　　(2）財政状態の分析

　　　　流動資産の合計は、1,708,674千円となり、前連結会計年度末と比較して102,792千円増加いたしました。この主

な要因は、「現金及び預金」が103,524千円増加したためであります。

　　　　固定資産の合計は、6,247,459千円となり、前連結会計年度末と比較して18,658千円減少いたしました。この主

な要因は、有形固定資産の取得が減少したことによるものであります。

　　　　流動負債の合計は、4,781,804千円となり、前連結会計年度末と比較して28,126千円減少いたしました。この主

な要因は、「短期借入金」及び「関係会社短期借入金」が77,843千円減少したためであります。

　　　　固定負債の合計は、692,493千円となり、前連結会計年度末と比較して17,248千円減少いたしました。この主な

要因は、「長期預り保証金」が19,151千円減少したためであります。

　　　　純資産の合計は、2,481,836千円となり、前連結会計年度末と比較して129,508千円増加いたしました。この主な

要因は、「利益剰余金」が126,256千円増加したためであります。

 

　　(3）経営成績の分析

①　営業収益及び営業利益

　当中間連結会計期間の営業収益は、全事業で増収となったことにより、前中間連結会計期間と比べ106,144千円

増加し3,642,231千円となりました。営業利益は売上原価や経費の営業費用の増加はあったものの、売上増によ

り82,244千円増益の199,367千円となりました。

②　営業外損益及び経常利益

　当中間連結会計期間の営業外収益は、前中間連結会計期間と比べ1,847千円減少し7,111千円となりました。営

業外費用は支払利息の減少が主要因となり、前中間連結会計期間と比べ5,693千円減少し14,705千円となりまし

た。この結果、経常利益は営業利益の増益により、前中間連結会計期間と比べ86,091千円増加し191,773千円とな

りました。
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③　特別損益及び中間純利益

　当中間連結会計期間の特別利益は、前中間連結会計期間と比べ85千円増加し6,438千円となりました。特別損失

は、前中間連結会計期間と比べ136千円減少し2,635千円となりました。

　この結果、税金等調整前中間純利益は、前中間連結会計期間と比べ86,313千円増加し195,576千円となり、ここ

から法人税等を控除した少数株主損益調整前中間純利益は131,737千円となり、少数株主利益を控除した中間純利

益は、前中間連結会計期間と比べ63,354千円増加し126,256千円となりました。

 

　　(4）キャッシュ・フローの状況の分析

　　　　「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また当中間連結会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年12月18日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,000,000 7,000,000 　　非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 7,000,000 7,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成26年４月１日～

 平成26年９月30日
－ 7,000,000 － 350,000 － －
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目28番12号 4,175 59.6

あいおいニッセイ同和損害保

険株式会社
東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 420 6.0

スルガ銀行株式会社 静岡県沼津市通横町23番地 330 4.7

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 150 2.1

ジブラルタ生命保険株式会社 東京都千代田区永田町２丁目13番10号 100 1.4

三井住友海上火災保険株式会

社
東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 75 1.1

伊豆箱根鉄道株式会社 静岡県三島市大場300番地 28 0.4

木村　みよ 静岡県賀茂郡東伊豆町 20 0.3

佐藤　俊子 静岡県伊東市 17 0.3

岩谷　多郎 静岡県賀茂郡河津町 16 0.2

計 － 5,332 76.2

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　－ 　　－ －

議決権制限株式（自己株式等） 　　－ 　　－ －

議決権制限株式（その他） 　　－ 　　－ －

完全議決権株式（自己株式等）    － 　　－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式7,000,000 7,000,000 －

単元未満株式 　　－ 　　－ －

発行済株式総数 7,000,000 　　－ －

総株主の議決権 　　－ 7,000,000 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、株券喪失登録制度に基づいて議決権が停止されている株式600株

が含まれております。
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②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成26年４月１日から平成26年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の中間財務諸

表について、東陽監査法人による中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,005,466 1,108,990

受取手形及び売掛金 157,212 154,022

未収運賃 231,106 228,777

たな卸資産 67,593 66,719

繰延税金資産 49,807 42,100

その他 97,780 111,049

貸倒引当金 △3,084 △2,984

流動資産合計 1,605,881 1,708,674

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※２ 1,714,493 ※１,※２ 1,654,696

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 639,112 ※１ 686,270

土地 ※２ 3,417,144 ※２ 3,417,144

建設仮勘定 － 5,703

その他（純額） ※１ 34,389 ※１ 31,400

有形固定資産合計 5,805,140 5,795,214

無形固定資産   

その他 35,307 30,455

無形固定資産合計 35,307 30,455

投資その他の資産   

投資有価証券 122,844 123,984

繰延税金資産 124,729 124,307

その他 181,270 176,771

貸倒引当金 △3,175 △3,275

投資その他の資産合計 425,669 421,789

固定資産合計 6,266,117 6,247,459

資産合計 7,871,999 7,956,134
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 156,418 137,165

短期借入金 ※２ 1,027,500 ※２ 1,020,000

関係会社短期借入金 2,932,791 2,862,448

未払金 162,084 169,130

未払消費税等 45,459 122,225

未払法人税等 53,641 53,972

賞与引当金 40,452 45,638

その他 391,581 371,224

流動負債合計 4,809,931 4,781,804

固定負債   

繰延税金負債 54,248 56,278

損害補償損失引当金 111,431 113,503

資産除去債務 22,771 23,002

長期預り保証金 ※２ 382,000 ※２ 362,849

その他 ※２ 139,288 ※２ 136,858

固定負債合計 709,741 692,493

負債合計 5,519,672 5,474,297

純資産の部   

株主資本   

資本金 350,000 350,000

資本剰余金 25,648 25,648

利益剰余金 1,744,797 1,871,054

株主資本合計 2,120,445 2,246,702

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,327 1,578

その他の包括利益累計額合計 1,327 1,578

少数株主持分 230,554 233,555

純資産合計 2,352,327 2,481,836

負債純資産合計 7,871,999 7,956,134
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益   

自動車運送事業営業収益 2,279,772 2,326,067

不動産事業営業収益 137,844 143,383

自動車整備販売事業営業収益 252,379 276,238

その他の事業営業収益 866,090 896,541

営業収益合計 3,536,086 3,642,231

営業費用   

自動車運送事業営業費   

運送費 ※２ 1,579,257 ※２ 1,563,276

一般管理費 ※１,※２ 44,025 ※１,※２ 48,078

自動車運送事業営業費合計 1,623,282 1,611,355

不動産事業営業費   

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 197,061 ※１ 208,160

不動産事業営業費合計 197,061 208,160

自動車整備販売事業営業費   

売上原価 185,023 214,210

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 223,510 ※１,※２ 230,912

自動車整備販売事業営業費合計 408,534 445,122

その他の事業営業費   

売上原価 476,849 483,979

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 713,236 ※１,※２ 694,245

その他の事業営業費合計 1,190,085 1,178,225

営業費用合計 3,418,964 3,442,864

営業利益 117,122 199,367

営業外収益   

受取利息 105 125

受取配当金 1,277 1,275

受取保険賠償金 1,049 394

持分法による投資利益 2,141 1,570

諸物件貸付収入 212 266

その他 4,171 3,479

営業外収益合計 8,958 7,111

営業外費用   

支払利息 17,579 13,205

持分法による投資損失 2,737 816

その他 82 683

営業外費用合計 20,399 14,705

経常利益 105,681 191,773
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  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 2,390 ※３ 2,260

投資有価証券売却益 314 －

補助金収入 3,648 4,178

特別利益合計 6,353 6,438

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 550 ※４ 563

固定資産圧縮損 150 －

損害補償損失引当金繰入額 2,072 2,072

特別損失合計 2,772 2,635

税金等調整前中間純利益 109,262 195,576

法人税、住民税及び事業税 33,951 53,814

法人税等調整額 9,465 10,024

法人税等合計 43,416 63,839

少数株主損益調整前中間純利益 65,845 131,737

少数株主利益 2,943 5,481

中間純利益 62,901 126,256
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 65,845 131,737

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △78 251

その他の包括利益合計 △78 251

中間包括利益 65,766 131,988

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 62,823 126,507

少数株主に係る中間包括利益 2,943 5,481

 

EDINET提出書類

東海自動車株式会社(E04190)

半期報告書

17/54



③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

     

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 350,000 25,648 1,671,476 2,047,124

当中間期変動額     

中間純利益   62,901 62,901

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

    

当中間期変動額合計 － － 62,901 62,901

当中間期末残高 350,000 25,648 1,734,378 2,110,026

 

     

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1,383 1,383 223,942 2,272,450

当中間期変動額     

中間純利益    62,901

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△78 △78 1,173 1,095

当中間期変動額合計 △78 △78 1,173 63,996

当中間期末残高 1,305 1,305 225,116 2,336,447
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当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

     

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 350,000 25,648 1,744,797 2,120,445

当中間期変動額     

中間純利益   126,256 126,256

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

    

当中間期変動額合計 － － 126,256 126,256

当中間期末残高 350,000 25,648 1,871,054 2,246,702

 

     

 その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 1,327 1,327 230,554 2,352,327

当中間期変動額     

中間純利益    126,256

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

251 251 3,001 3,252

当中間期変動額合計 251 251 3,001 129,508

当中間期末残高 1,578 1,578 233,555 2,481,836
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 109,262 195,576

減価償却費 203,755 191,108

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,277 5,185

貸倒引当金の増減額（△は減少） △775 0

受取利息及び受取配当金 △1,383 △1,400

支払利息 17,579 13,205

持分法による投資損益（△は益） 595 △753

投資有価証券売却損益（△は益） △314 －

固定資産売却損益（△は益） △2,390 △2,260

固定資産除却損 550 563

固定資産圧縮損 150 －

損害補償損失引当金の増減額（△は減少） 2,072 2,072

売上債権の増減額（△は増加） 6,824 5,519

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,743 874

その他の流動資産の増減額（△は増加） 18,656 △13,283

仕入債務の増減額（△は減少） △4,535 △19,253

その他の流動負債の増減額（△は減少） △59,806 △21,216

預り保証金の増減額（△は減少） 29,333 △19,151

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,353 76,765

その他 △6,801 669

小計 315,659 414,220

利息及び配当金の受取額 1,383 1,400

利息の支払額 △17,286 △13,191

法人税等の支払額 △9,186 △51,723

営業活動によるキャッシュ・フロー 290,569 350,707

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000

有形固定資産の取得による支出 △234,872 △172,333

有形固定資産の売却による収入 7,373 2,799

無形固定資産その他の取得による支出 － △1,823

投資有価証券の売却による収入 365 －

その他 10,002 4,498

投資活動によるキャッシュ・フロー △227,130 △176,859

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,301,989 722,162

短期借入金の返済による支出 △1,354,368 △800,005

少数株主への配当金の支払額 △1,770 △2,480

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,148 △80,323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,290 93,524

現金及び現金同等物の期首残高 926,382 865,466

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 935,672 ※１ 958,990
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　　　　　　9社

連結子会社名

㈱伊豆東海バス

㈱南伊豆東海バス

㈱西伊豆東海バス

㈱新東海バス

㈱沼津登山東海バス

㈱東海車輌サービス

東海輸送㈱

東海綜合警備保障㈱

㈱ハートリーフ

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　2社

会社名

伊豆急東海タクシー㈱

下田ロープウェイ㈱

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算末日と中間連結決算日は一致いたしております。

４．会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品、原材料、貯蔵品については主に移動平均法
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(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　建物及び構築物は原則として定額法、機械及び装置、車両及び運搬具、工具器具備品は原則として

定率法により償却しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

工具器具備品 ２～15年

②　無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③　有形固定資産の圧縮記帳

　有形固定資産の取得価額は、国庫補助金等受入及び買換資産により、150,504千円が圧縮記帳されて

おります。

(ハ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　損害補償損失引当金

　将来の損害補償の履行に伴い発生するおそれのある損失に備えるため、損失の見込額を計上してお

ります。なお、当該引当金は事故に伴い発生する賠償金に備え引当てております。

(ニ）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(ホ）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税については、税抜方式によって処理しております。
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（会計上の見積りの変更）

　　　　　（耐用年数の変更）

一部の連結子会社が保有する有形固定資産、「運搬具」の事業用車両の耐用年数については、2～5年の範囲内

で減価償却を行ってきましたが、当中間連結会計期間において使用実態を見直した結果、従来の耐用年数よりも

長期間使用可能であることが明らかになったことにより、2～7年の耐用年数の範囲内で変更しております。この

変更により従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の減価償却費は2,290千円減少し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利益は、2,290千円増加しております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 5,814,968千円 5,670,496千円

 

※２．担保資産及び担保付債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１．建物 249,181千円 239,174千円

２．土地 343,097 343,097

計 592,279 582,272

 

上記資産を担保とする債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１．短期借入金 207,500千円 220,000千円

２．長期預り保証金 164,486 152,607

３．固定負債「その他」 75,370 75,370

計 447,356 447,977
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（中間連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳は下記のとおりであります。

イ．自動車運送事業一般管理費

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

人件費 40,722千円 44,265千円

経費 3,175 3,725

諸税 127 88
 

計 44,025 48,078

 

ロ．不動産事業販売費及び一般管理費

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

人件費 26,145千円 34,480千円

経費 46,078 45,987

諸税 24,084 25,347

減価償却費 100,753 102,345
 

計 197,061 208,160

 

ハ．自動車整備販売事業販売費及び一般管理費

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

人件費 179,053千円 183,152千円

経費 28,280 31,493

諸税 2,557 2,829

減価償却費 13,619 13,436
 

計 223,510 230,912

 

ニ．その他の事業販売費及び一般管理費

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
　　至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

人件費 491,302千円 478,854千円

経費 181,355 180,528

諸税 12,852 11,284

減価償却費 27,725 23,577
 

計 713,236 694,245

 

※２．引当金繰入額

前中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

　　賞与引当金繰入額 47,348千円 　　賞与引当金繰入額 45,638千円

 

※３．固定資産売却益の内容は下記のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

　　車両 2,390千円 　　車両 2,260千円
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※４．固定資産除却損の内容は下記のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

　　建物及び構築物 5千円 　　建物及び構築物 45千円

　　機械装置及び運搬具 481 　　機械装置及び運搬具 473

　　その他 63 　　その他 44
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 7,000 － － 7,000

合計 7,000 － － 7,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　配当を致しておりませんので、該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（千株）

当中間連結会計期
間末株式数

（千株）

発行済株式     

普通株式 7,000 － － 7,000

合計 7,000 － － 7,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　配当を致しておりませんので、該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 1,075,672千円 1,108,990千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △140,000 △150,000

現金及び現金同等物 935,672 958,990
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（リース取引関係）

　　オペレーティング・リース取引

　　（借主側）

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１年内 23,130 20,667

１年超 67,822 57,592

合計 90,952 78,259
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（金融商品関係）

前連結会計年度（平成26年３月31日）

金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,005,466 1,005,466 －  

(2）受取手形及び売掛金 157,212 157,212 －  

(3）未収運賃 231,106 231,106 －  

(4) 投資有価証券     

　　　その他有価証券 2,183 2,183 －  

　資産計 1,395,969 1,395,969 －  

(1）買掛金 156,418 156,418 －  

(2）短期借入金 1,027,500 1,027,500 －  

(3）関係会社短期借入金 2,932,791 2,932,791 －  

(4）長期預り保証金 382,000 365,730 △16,269  

　負債計 4,498,711 4,482,441 △16,269  

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）未収運賃

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)投資有価証券　その他有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの投資有価証券に

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)関係会社短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)長期預り保証金

長期預り保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りを使用して割り引いた

現在価値により算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式 120,660  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）

投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

　平成26年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
中間連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,108,990 1,108,990 －  

(2）受取手形及び売掛金 154,022 154,022 －  

(3）未収運賃 228,777 228,777 －  

(4) 投資有価証券     

　　　その他有価証券 2,570 2,570 －  

　資産計 1,494,360 1,494,360 －  

(1）買掛金 137,165 137,165 －  

(2）短期借入金 1,020,000 1,020,000 －  

(3）関係会社短期借入金 2,862,448 2,862,448 －  

(4）長期預り保証金 362,849 348,417 △14,432  

　負債計 4,382,463 4,368,031 △14,432  

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）未収運賃

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)投資有価証券　その他有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの投資有価証券に

関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)関係会社短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)長期預り保証金

長期預り保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りを使用して割り引いた

現在価値により算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式 121,414  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）

投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 2,183 147 2,036

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,183 147 2,036

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,183 147 2,036

 

２．売却したその他有価証券

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 365 314 －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 365 314 －
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当中間連結会計期間（平成26年９月30日）

１．その他有価証券

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計

上額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 2,570 147 2,422

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,570 147 2,422

中間連結貸借対照表計

上額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式    

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 2,570 147 2,422

 

　２.売却したその他有価証券

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

東海自動車株式会社(E04190)

半期報告書

33/54



（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成26年４月１日　

至平成26年９月30日）

  　　該当事項はありません。

 

 

（ストック・オプション等関係）

　前中間連結会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成26年４月１

日　至平成26年９月30日）

　当社グループはストック・オプション等の付与はないため、該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　　　賃貸施設用土地等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　使用見込期間を取得から10年～22年と見積り、割引率は1.39～2.22％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

　ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

期首残高 22,318千円 22,771千円

時の経過による調整額 452 231

中間期末（期末）残高 22,771 23,002

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,385,961 △14,245 1,371,716 2,482,995

　 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「公示価格ベース」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）であります。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

 

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比し

て著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、自動車事業をはじめとする運輸業を機軸とした事業の種類別のセグメントから構成されており、

「自動車事業」、「不動産事業」、「車両整備販売事業」の３つを報告セグメントとしております。

「自動車事業」は、旅客運輸事業及び郵便貨物運送を行っております。「不動産事業」は、不動産賃貸を行っ

ております。「車両整備販売事業」は、バス及び一般車両の整備・車両販売・自動車部品販売を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
財務諸表
計上額
（注）３

 自動車事業
不動産
事業

車両整備
販売事業

計

売上高         

外部顧客への売上
高

2,279,772 137,844 252,379 2,669,996 866,090 3,536,086 － 3,536,086

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

26,306 181,324 252,871 460,502 330,694 791,197 △791,197 －

計 2,306,078 319,169 505,250 3,130,498 1,196,785 4,327,284 △791,197 3,536,086

セグメント利益又は

損失（△）
6,864 112,858 10,083 129,806 △18,257 111,548 5,573 117,122

セグメント資産 1,946,123 3,467,140 332,240 5,745,504 1,773,575 7,519,079 433,473 7,952,553

その他の項目         

減価償却費 61,657 100,753 13,619 176,030 27,725 203,755 － 203,755

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

74,545 137,822 6,393 218,761 22,725 241,486 △41,917 199,569

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売事業、旅行斡旋事

業、レストハウス事業及びその他の事業等を含んでおります。

 ２．調整額は、以下のとおりであります。

　 (1）セグメント利益又は損失の調整額5,573千円は、セグメント間取引の消去額であります。

　 (2）セグメント資産の調整額433,473千円は、セグメント間取引の消去等であります。

　 (3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△41,917千円は、セグメント間取引の消去額でありま

 す。

 ３．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
財務諸表
計上額
（注）３

 自動車事業
不動産
事業

車両整備
販売事業

計

売上高         

外部顧客への売上
高

2,326,067 143,383 276,238 2,745,689 896,541 3,642,231 － 3,642,231

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

28,784 179,400 229,205 437,389 344,243 781,633 △781,633 －

計 2,354,851 322,784 505,443 3,183,079 1,240,784 4,423,864 △781,633 3,642,231

セグメント利益又は

損失（△）
60,270 107,003 △14,128 153,145 43,050 196,196 3,171 199,367

セグメント資産 1,938,817 3,380,127 337,088 5,656,033 1,811,367 7,467,401 488,733 7,956,134

その他の項目         

減価償却費 51,749 102,345 13,436 167,531 23,577 191,108 － 191,108

有形固定資産及び
無形固定資産の増
加額

57,806 101,986 18,024 177,817 16,516 194,334 △27,310 167,023

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売事業、旅行斡旋事

業、レストハウス事業及びその他の事業等を含んでおります。

 ２．調整額は、以下のとおりであります。

　 (1）セグメント利益又は損失の調整額3,171千円は、セグメント間取引の消去額であります。

　 (2）セグメント資産の調整額488,733千円は、セグメント間取引の消去等であります。

　 (3）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△27,310千円は、セグメント間取引の消去額でありま

 す。

 ３．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 路線バス 貸切バス その他 合計

外部顧客への売上高 1,302,643 575,905 1,657,537 3,536,086

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載は

ありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 路線バス 貸切バス その他 合計

外部顧客への売上高 1,297,560 603,196 1,741,474 3,642,231

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載は

ありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東海自動車株式会社(E04190)

半期報告書

39/54



（１株当たり情報）

 
前中間連結会計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 8.99円 18.04円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（千円） 62,901 126,256

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ －

普通株式に係る中間純利益金額

（千円）
62,901 126,256

普通株式の期中平均株式数（株） 7,000,000 7,000,000

（注） 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 303.11円 321.18円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 2,352,327 2,481,836

純資産の部の合計額から控除する

金額（千円）
230,554 233,555

（うち少数株主持分）（千円） （230,554） （233,555）

普通株式に係る中間期末（期末）

の純資産額（千円）
2,121,773 2,248,280

１株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株

式の数（株）

7,000,000 7,000,000
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 76,365 70,907

売掛金 114,471 120,160

未収入金 13,875 19,125

たな卸資産 36,055 34,988

前払費用 10,597 10,574

その他 65,171 59,601

貸倒引当金 △100 △100

流動資産合計 316,437 315,258

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 1,429,220 ※１,※２ 1,384,358

車両運搬具（純額） ※１ 260,168 ※１ 298,513

土地 2,997,456 2,997,456

その他（純額） ※１ 243,221 ※１ 238,995

有形固定資産合計 4,930,067 4,919,323

無形固定資産 19,492 15,530

投資その他の資産   

投資有価証券 23,828 24,215

関係会社株式 378,323 378,323

その他 150,812 144,972

貸倒引当金 △3,175 △3,275

投資その他の資産合計 549,789 544,236

固定資産合計 5,499,349 5,479,090

資産合計 5,815,787 5,794,348

負債の部   

流動負債   

買掛金 67,085 68,049

短期借入金 800,000 800,000

関係会社短期借入金 2,888,017 2,847,572

未払金 133,323 120,683

未払法人税等 39,631 32,768

その他 ※３ 184,868 ※３ 155,098

流動負債合計 4,112,926 4,024,173

固定負債   

繰延税金負債 48,491 50,521

環境安全対策引当金 8,014 8,014

損害補償損失引当金 111,431 113,503

資産除去債務 22,771 23,002
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

長期預り保証金 ※３ 382,000 ※２ 362,849

その他 ※２ 128,277 ※２ 125,847

固定負債合計 700,987 683,739

負債合計 4,813,914 4,707,912

純資産の部   

株主資本   

資本金 350,000 350,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 301,961 301,961

繰越利益剰余金 348,584 432,895

利益剰余金合計 650,545 734,857

株主資本合計 1,000,545 1,084,857

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,327 1,578

評価・換算差額等合計 1,327 1,578

純資産合計 1,001,872 1,086,436

負債純資産合計 5,815,787 5,794,348
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 1,116,735 1,175,229

売上原価 393,469 409,834

売上総利益 723,266 765,394

販売費及び一般管理費 ※４ 637,890 ※４ 632,228

営業利益 85,375 133,166

営業外収益 ※１ 31,576 ※１ 10,551

営業外費用 ※２ 15,375 ※２ 12,509

経常利益 101,576 131,208

特別利益 1,267 633

特別損失 ※３ 2,605 ※３ 2,281

税引前中間純利益 100,238 129,560

法人税、住民税及び事業税 19,681 32,306

法人税等調整額 10,613 12,942

法人税等合計 30,295 45,249

中間純利益 69,943 84,311
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 買換資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 350,000 302,674 288,668 591,343 941,343

当中間期変動額      

中間純利益   69,943 69,943 69,943

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 － － 69,943 69,943 69,943

当中間期末残高 350,000 302,674 358,611 661,286 1,011,286

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 1,383 1,383 942,727

当中間期変動額    

中間純利益   69,943

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

△78 △78 △78

当中間期変動額合計 △78 △78 69,864

当中間期末残高 1,305 1,305 1,012,592
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当中間会計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 買換資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 350,000 301,961 348,584 650,545 1,000,545

当中間期変動額      

中間純利益   84,311 84,311 84,311

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

     

当中間期変動額合計 - - 84,311 84,311 84,311

当中間期末残高 350,000 301,961 432,895 734,857 1,084,857

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 1,327 1,327 1,001,872

当中間期変動額    

中間純利益   84,311

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）

251 251 251

当中間期変動額合計 251 251 84,563

当中間期末残高 1,578 1,578 1,086,436
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって

おります。

商品　　　移動平均法

貯蔵品　　移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　　次の償却方法を採用しております。

 建物及び構築物は定額法

 車両及び運搬具、機械及び装置、工具器具備品は定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物及び構築物 ５～50年

 機械装置及び運搬具 ２～10年

 工具器具備品 ２～15年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却をしておりま

す。

(2）無形固定資産

　　定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）環境安全対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、今後発生が見込まれる

ＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、その所要見込額を計上しております。

(3）損害補償損失引当金

　将来の損害補償の履行に伴い発生するおそれのある損失に備えるため、損失の見込額を計上しており

ます。なお、当該引当金は事故に伴い発生する賠償金に備え引当てております。

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理について

　　消費税及び地方消費税については税抜方式によって処理しております。
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（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の取得価額は下記の金額だけ圧縮記帳がなされております。

(1) 国庫補助金等

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 3,289千円 3,289千円

構築物 1,335 1,335

車両運搬具 25,459 21,281

計 30,085 25,907

 

(2) 買換資産

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 18,140千円 18,140千円

 

※２．担保資産及び担保付債務

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 210,645千円 201,981千円

 

上記資産を担保とする債務

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

長期預り保証金 164,486千円 152,607千円

固定負債「その他」 75,370 75,370

計 239,856 227,977

 

※３．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（中間損益計算書関係）

※１．営業外収益のうち、主要なものは次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

   受取利息 9千円    受取利息 9千円

   受取配当金 27,085    受取配当金 6,758

 

※２．営業外費用のうち、主要なものは次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

   支払利息 15,366千円    支払利息 12,281千円

 

※３．特別損失のうち、主要なものは次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

   固定資産除却損 383千円    固定資産除却損 209千円

   損害補償損失引当金繰入額 2,072    損害補償損失引当金繰入額 2,072

 

※４．減価償却実施額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

有形固定資産 118,231千円 115,055千円

無形固定資産 6,157 3,961
 

（有価証券関係）

前事業年度 (平成26年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式327,123千円、関連会社株式51,200千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当中間会計期間（平成26年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式(中間貸借対照表計上額　子会社株式327,123千円、関連会社株式51,200千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　　　　 該当事項はありません。

（２）【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東海自動車株式会社(E04190)

半期報告書

50/54



第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第150期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月25日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成２６年１２月１８日

東海自動車株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　康行　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 米林　喜一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている東海自動車株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平
成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結
損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結
財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を
行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し
て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を
策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結
財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手
続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用
な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、東海自動車株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す
る有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）　１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務
諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  平成２６年１２月１８日

東海自動車株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　康行　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 米林　喜一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東海自動車株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１５１期事業年度の中間会計期間

（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、東海自動車株式会社の平成２６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２６年４

月１日から平成２６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表

に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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